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１　ＫＤＢ（国保データベース）からみる認知症 

（１）令和６年度　認知症の診断数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 6 年度の KDB（国保データベース）によると、認知症の診断割合は加齢とともに増加してお

り、特に 75歳以上で顕著な上昇が認められる。40～64 歳では男：0.2％、女：0.4％と低水準であ

るのに対し、75～84 歳では男：5.8％、女：7.8％、85 歳以上では男：17.1％、女：28.4％に達して

いる。性別では、40～64 歳では男性の割合がやや高い一方、75 歳以上では女性の診断者数が男性

を大きく上回っており、特に 85歳以上では女性が多数を占めている。 

（２）　令和６年度　認知症と診断されている人の基礎疾患 

　生活習慣病は、アルツハイマー型認知症や脳血管性認知症の発症リスクのひとつであり、うつも

含め基礎疾患の管理は進行や重症化予防につながるものである。認知症と診断されている者の基礎

疾患をみると、高血圧（75.4％）、脂質異常症（52.3％）、糖尿病（39.7％）といった生活習慣病の

併存率が高い。特に高血圧は男女ともに 7割を超えている。また、うつの併存も 20.3％に認められ、

特に女性では男性より高い割合となっている。 

 国保加入者 後期高齢者

 年齢 40～64 歳 65～74 歳 65～74 歳 

（後期）

75～84 歳 85 歳以上
合計

 性別 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

 人数 5 3 19 24 10 8 118 215 145 487 1,034

 総数 1,351 1,374 1,461 2,000 109 75 2,050 2,741 849 1,712 13,722

 割合 0.4% 0.2% 1.3% 1.2% 9.2% 10.7% 5.8% 7.8% 17.1% 28.4% 7.5％

 　R６ 糖尿病 高血圧 脂質異常症 うつ

 国保 男 24 10 14 13 8

 女 27 9 20 14 9

 後期 男 273 118 207 128 42

 女 710 273 539 386 151

 総数 1,034 410 780 541 210

 男 297 43.1% 74.4% 47.5% 16.8%

 女 737 38.3% 75.8% 54.3% 21.7%

 割合 39.7% 75.4% 52.3% 20.3%
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２　要介護認定からみる認知症 

（１）新規要介護認定者の主な原因 

ア　音更町　第１号被保険者（６５歳以上） 

　令和 2年度から令和 6年度までの新規要介護認定者の主な原因をみると、認知症はすべての年

度において上位に位置しており、各年度とも概ね 2～3 割前後を占めている。特に令和 3年度お

よび令和 4年度では、認知症が最も高い割合を示しており、新規認定の主な原因となっている。 

一方、フレイルも同様に高い割合を占めており、年度によっては認知症を上回り第 1位となるな

ど、両者が新規認定原因の中心を形成している。 

 

　イ　音更町　第２号被保険者（６５歳未満） 

　 

65 歳未満の第 2号被保険者については、新規要介護認定者数自体が少数であるが、主な原因は

各年度を通じて悪性新生物が大半を占めている。脳血管疾患やその他の要因が続くものの、認知

症が主因として挙げられるケースは限定的である。 

第 2号被保険者における要介護認定は、加齢に伴う機能低下ではなく、特定の疾患による影響

が大きいことが示されており、第 1号被保険者とは要介護認定に至る背景が大きく異なっている。 

 年度 計 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 6 位 7 位

 
R2 389 人

認知症 フレイル 悪性新生物 関節疾患 脳血管疾患 骨折・転倒 呼吸器疾患

 19.8% 17.2% 14.9% 13.1% 9.0% 8.0% 2.3%

 
R3 448 人

認知症 フレイル 悪性新生物 骨折・転倒 脳血管疾患 関節疾患 呼吸器疾患

 23.2% 16.5% 11.2% 10.0% 8.7% 8.0% 3.1%

 
R4 410 人

認知症 フレイル 関節疾患 悪性新生物 骨折・転倒 脳血管疾患 心疾患

 23.7% 17.7% 14.2% 12.7% 8.3% 7.8% 2.7%

 
R5 485 人

フレイル 認知症 悪性新生物 骨折・転倒 その他 脳血管疾患 関節疾患

 30.1% 18.6% 10.9% 9.1% 8.3% 7.8% 5.8%

 
R6 510 人

認知症 悪性新生物 フレイル その他 骨折・転倒 脳血管疾患 関節疾患

 20.4% 15.9% 13.5% 12.6% 9.6% 8.6% 8.2%

 年度 計 1 位 2 位 3 位

 
R2

20 人 
5.0％

悪性新生物 その他 脳血管疾患

 52.4% 23.8% 14.3%

 
R3

20 人 
4.3％

悪性新生物 脳血管疾患 その他

 60.0% 15.0% 15.0%

 
R4

13 人 
3.1％

悪性新生物 脳血管疾患 -

 61.5% 38.5% -

 
R5

11 人 
2.2%

悪性新生物 脳血管疾患/認知症/その他

 72.7% 9.1%

 
R6

26 人 
4.9%

悪性新生物 脳血管疾患 その他

 34.6% 30.8% 11.5%



3 / 4 

（２）要介護度別にみた介護が必要となった主な原因（※非該当を除く） 

　 
要支援者では、各年度を通じてフレイルが最も高い割合を占めており、関節疾患や骨折・転倒

がこれに続いている。認知症については、年度によって割合の変動はみられるものの、要支援段

階では主因となる割合は相対的に低い傾向にある。 

一方、要介護者では、認知症が多くの年度で最も高い割合を占めている。特に令和 3年度、令

和 5年度、令和 6年度においては、認知症が約 3割前後を占めており、要介護状態に至る要因と

して大きな位置を占めていることが確認できる。 

 
（３）日常生活自立度 

ア　新規認定者の日常生活自立度 

　 

 合計 1 位 2 位 3 位

 R2　　　　　　　  407 人 認知症 19.4% 悪性新生物 17.0% フレイル 16.5%

 要支援者　　171 人 フレイル 28.7% 関節疾患 21.1% 認知症/悪性新生物 11.7%

 要介護者　　236 人 認知症 25.0% 悪性新生物 20.8% 脳血管疾患 13.1%

 R3　　　　　　   465 人 認知症 22.8% フレイル 15.9% 悪性新生物 13.3%

 要支援者　　224 人 フレイル 23.2% 認知症 12.5%
関節疾患/転倒・ 
骨折/関節疾患

11.2%

 要介護者　　241 人 認知症 32.3% 悪性新生物 15.4% 脳血管疾患 13.3%

 R4　　　　　　   413 人 認知症 23.2% フレイル 15.7% 悪性新生物 14.0%

 要支援者　　172 人 認知症 25.6% 悪性新生物 15.1% フレイル 14.0%

 要介護者　　241 人 認知症 21.6% フレイル 17.0% 関節疾患 14.1%

 R5　　　　　　   487 人 フレイル 29.0% 認知症 18.5% 悪性新生物 12.5%

 要支援者　　231 人 フレイル 41.1% 関節疾患 10.0% 骨折・転倒 9.5%

 要介護者　　256 人 認知症 27.0% フレイル 18.0% 悪性新生物 16.8%

 R6　　　　　   　526 人 認知症 19.6% 悪性新生物 16.7% フレイル 12.9%

 要支援者　　234 人 フレイル 23.1% 悪性新生物 15.4% 関節疾患 14.5%

 要介護者　　292 人 認知症 29.8% 悪性新生物 17.8% 脳血管疾患/その他 12.3%

 年度 認定者計 Ⅰ Ⅱ Ⅱa Ⅱｂ Ⅲ Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ⅴ

 R2 410 29.1 23.9 15.5 18.3 7.0 2.4 3.2 0.6 -

 R3 468 29.7 27.1 14.7 15.2 6.8 1.9 3.8 0.6 -

 R4 423 27.2 26.5 16.8 17.5 6.6 2.1 2.6 0.7 -

 R5 497 27.4 31.0 14.9 14.9 6.0 2.2 2.2 1.4 -

 R6 536 33.4 27.2 13.2 14.2 7.3 1.3 2.8 0.6 -
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新規認定者全体の日常生活自立度をみると、各年度とも自立度ⅠおよびⅡに該当する者が過半

数を占めている。これは、新規認定時点において、身体的・精神的機能の低下が一定程度みられ

るものの、日常生活の多くは自立して行える状態である者が多いことを示している。 
 

　　イ　介護が必要となった原因が「認知症」の人の日常生活自立度 

 
介護が必要となった原因が認知症である者に限定して日常生活自立度をみると、ⅡaおよびⅡ

b に該当する者の割合が高く、各年度を通じて全体の大半を占めている。特にⅡbの割合が高い

年度が多く、日常生活は概ね自立しているものの、見守りや判断支援を必要とする段階で認定に

至っている状況がうかがえる。 

一方、Ⅲ以上の自立度に該当する者の割合は一定数存在するものの、全体としては少数にとど

まっており、新規認定時点では重度の介護を要する状態に至っていない者が多い傾向が確認でき

る。

 年度 認定者計 Ⅰ Ⅱ Ⅱa Ⅱｂ Ⅲ Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ⅴ

 R2 79 1.3 17.7 25.3 38.0 10.1 7.6 - - -

 R3 106 5.7 23.6 18.9 36.8 9.4 2.8 1.9 0.9 -

 R4 97 6.2 16.5 18.6 41.2 13.4 2.1 2.1 - -

 R5 91 3.3 11.0 28.6 28.6 13.2 6.6 3.3 5.5 -

 R6 103 6.8 14.6 18.4 37.9 8.7 3.9 7.8 1.9 -


